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イベント概要 

 

[企業名]  コニカミノルタ株式会社 

 

[企業 ID]  4902 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  2026 年 3 月期 決算説明会 

 

[決算期]  2026 年度 通期 

 

[日程]   2026 年 5 月 14 日 

 

[ページ数]  26 

  

[時間]   17:00 – 17:39 

（合計：39 分、登壇：30 分、質疑応答：9 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  6 名 

取締役 代表執行役社長 兼 CEO 大幸 利充（以下、大幸） 

取締役 常務執行役 インダストリー事業管掌 

葛原 憲康（以下、葛原） 
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取締役 常務執行役 経理・財務・法務担当  

 平井 善博（以下、平井） 

常務執行役 情報機器事業管掌 高山 典久（以下、高山） 

執行役 IR・広報担当 岡村 美和（以下、岡村） 

IR 室 室長 上野 貴彦（以下、上野） 

 

[アナリスト名]* 岡三証券 島本 隆司 

 

*質疑応答の中で発言をしたアナリスト、または質問が代読されたアナリストの中で、

SCRIPTS Asia が特定出来たものに限る 
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登壇 

 

上野：皆様、こんにちは。本日はご多忙の中、お時間をいただきまして誠にありがとうございま

す。これより、コニカミノルタ株式会社 2025 年度通期決算説明会を始めます。 

本日の出席者をご紹介させていただきます。代表執行役社長兼 CEO、大幸。インダストリー事業

管掌、葛原。経理・財務・法務担当、平井。情報機器事業管掌、高山。広報・IR 担当、岡村で

す。進行は IR 室の上野でございます。よろしくお願いいたします。 

ご参加の皆様はマイクをミュートでお願いいたします。それでは、大幸さん、よろしくお願いしま

す。 

大幸：皆さん、こんにちは。本日は当社の決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございま

す。本日開示しております 25 年度通期決算並びに 26 年度業績予想について、説明をさせていた

だきます。 

 

まず全社のサマリーになります。 

25 年度業績の概要ですけれども、売上高は 1 兆 877 億円となり、前年度比で約 400 億円の減収と

なっています。為替の円安効果、インダストリー事業およびプロダクションプリント事業の寄与が
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ありましたが、収益性の改善を意図した事業の選択と集中、および一部事業における領域の絞り込

みの結果、減収となっています。 

事業からの貢献利益は 532 億円となり、対前年度で 213 億円の大幅増益となりました。前年度の

未実現利益消去の計算見直しの剥落の影響、114 億円を除いても、約 100 億円の増益となっていま

す。 

インダストリー事業の増益、画像ソリューション事業の損益改善等に加え、昨年度までに実行した

事業の選択と集中や、グローバル構造改革を伴う経営改革およびデジタルワークプレイス事業を中

心としたコスト効率化によるものです。 

結果として、売上総利益率は 1.5 ポイント改善。販売管理費率も 0.6 ポイント低減し、事業からの

貢献利益率は 2.1 ポイント改善しています。 

営業利益はこれらに加え、昨年度に計上した一過性要因の費用や、損失の剥落などにより 499 億

円と大幅増益となっています。 

営業利益段階の好調に加えて、金融収支や実効税率の改善により、継続事業からの当期利益は想定

を大幅に上回り、338 億円となりました。税率の改善には一過性要因が入っていますが、それを除

いても、想定を上回っています。 

また、非継続事業からの損益として、Ambry Genetics 社の事業譲渡に伴い、対価として取得して

いた Tempus AI 社の株式に関する評価損益および一部売却影響として 19 億円の損失を計上してい

ます。 

営業キャッシュ・フローは税引前当期利益の拡大に伴い、863 億円となり、フリー・キャッシュ・

フローは 523 億円となっています。フリー・キャッシュ・フローは、対前年度では約 230 億円の

減少となりましたけれども、これは主に前年度における事業譲渡収益などの剥落によるものです。 

前中計の最終年度であった 2025 年を Turn Around 2025 と位置づけ、2026 年度以降の持続的な成

長に向けた成長基盤を確立する年として取り組んでまいりました。結果として目標であった営業利

益 480 億円、当期利益 270 億円を上回り、ROE も 6.1%と最低目標であった 5%を大きく上回って

います。 

これまで 3 年間で実行してきた経営改革が結果としても、残すことができたと考えています。 
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このページでは、先ほどご説明した対前年度での売上高から貢献利益までの増減分析の詳細を記載

していますので、ご覧ください。 

設備投資額については、一過性である東京サイト日野における信託受益権取得額を除けば、前年度

と同等。研究開発に費用については、成長領域への集中を進めながら、全体として効率化を進めて

います。 
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このページは、その他収支から当期利益までの増減分析の詳細になります。 

24 年度に実行した一過性要因の剥落により、大幅な増益になったのに加えて、金融収支では有利

子負債削減による支払利息の減少や、為替差損益により、税引前利益は大幅増益となっています。 

また、一過性要因を含みますが、事業の選択と集中に伴い発生した税務上の損失に対する繰延税金

資産の回収可能性が改善し、税前利益の拡大と比較して税金費用を抑えることができています。 

なお、一過性要因については、Appendix でまとめておりますので、ご参照ください。 

 

このページで、昨年度からの事業からの貢献利益の増減を要因別、事業別にお示ししています。 

販売面では特殊要因を除くと、インダストリー、プロフェッショナルプリント、画像ソリューショ

ンなどの事業成長により増加。昨年度の未実現利益消去計算見直しの影響も剥落しましたけれど

も、事業の選択と集中に伴う売上減少等、オフィスに事業における売上減少、米国関税などの影響

により約 169 億円減少しています。 

一方、事業構造改善の効果や、事業の選択と集中、および生産 SCM のコストダウン、関税打ち返

し等を含めたその他販売管理費約 238 億円の削減効果も加わり、大幅な増益となっています。 
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このページでは、販売について増減要因の内訳を記載しています。特殊要因を除いた販売他では、

デジタルワークプレイス事業は DW-DX が増加している一方、オフィスの OEM 製品を含めたハー

ド、ノンハードの売上減少によるマイナス 122 億円となっています。 

 

ここでは、事業セグメント別の売上高、貢献利益、営業利益をお示ししています。 
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インダストリー事業が全社利益成長を牽引し、画像ソリューション事業は赤字を圧縮。情報機器事

業も収益基盤を改善しています。 

特に、貢献利益のところでは、インダストリーのところが前年度の 12%から 18%と。当社は 20%

を超えるところを目指していますけれども、着実にその方向に改善が進んでいる状況です。 

 

バランスシートの状況になります。為替影響を除くと、実質としては約 500 億円の圧縮となって

います。 

事業の選択と集中の完遂により、売却目的保有資産や金融資産が減少しています。また、東京サイ

ト日野の不動産信託受託権取得によるリース負債の減少などで、有利子負債の削減も進めていま

す。 

棚卸資産と営業債権の圧縮は引き続き課題として、運転資本の改善に向けて取り組んでまいりま

す。 
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営業キャッシュ・フローは税引前利益の増益に伴い 863 億円となり、対前年度で大幅に増加して

います。 

投資キャッシュ・フローについては、東京サイト日野の影響もあり、有形固定資産の取得による支

出が増加しています。前年度に実施した Ambry Genetics 社等の株式譲渡による収入の影響によ

り、減少はしていますけれども、Tempus AI 社株式の一部売却によるキャッシュインなども発生

しています。 

結果として、フリー・キャッシュ・フローは 523 億円となりました。 

ここからは、26 年度の通期の業績予想について説明します。 
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まずマクロ環境になりますけれども、26 年度は新中計の初年度として収益基盤をさらに強化しな

がら、持続的成長に向けた取り組みを加速していく年度と位置づけます。一方で、米国関税、地政

学リスク、部材価格高騰など、外部環境は引き続き不透明な状況が継続すると見込んでいます。 

こうした経営環境に柔軟に対応しながら、収益力向上と資本効率改善を進めていきます。為替前提

は、米ドル 150 円、ユーロ 180 円としています。米国関税については現時点で想定しうる影響を

織り込んでいます。 

また、中東地域を巡る地政学リスクやメモリー、銀などの部材価格高騰についても一定の影響を見

込んでいます。なお、メモリーの調達リスクに対しては、コロナ禍後の半導体不足への対応での学

び、状況を先読みしながらキーとなる電子部品の在庫の持ち方を変えてきており、早期から戦略的

に在庫確保に取り組んだこともあり、今期の数量を確保できている状況です。 

また、エネルギーコストの上昇や原材料価格の変動などに対しては、影響全体は正確に推定すると

ころは難しいところもありますけれども、状況を注視するとともに、必要な対策を行うことで影響

を吸収していきます。 
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26 年度の業績予想サマリーになります。 

先ほどご説明したマクロの環境をしっかりと見て織り込んでいます。 

これに対して、売上高はプロフェッショナルプリント事業、インダストリー事業、ヘルスケア事業

の増収、貢献利益はマクロ環境の影響、全社 AI 活用や将来成長に向けた投資も織り込んだ上で、

増益を計画しています。 

営業利益段階には、改革に向けた一過性の費用も織り込んでいます。また、当期利益については、

25 年度の税率の一過性要因の剥落を見込んでいます。 

配当については、のちほど説明させていただきます。 

なお、米国関税につきましては、関税還付申請を行っており、現時点で受理され、審査中の申請額

は約 70 億円です。ただし、還付の可否、還付額、時期はいずれも不確実性が高いため、現時点で

は業績予想には織り込んでいない状況です。 
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14 ページは、業績予想をセグメント別にお示ししています。各セグメントの実績と見通しを反映

しておりますので、こちらを参照いただければと思います。 

続いて、ここからが各事業セグメント別の説明となります。 

 

最初に、インダストリー事業になります。 
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25 年度は増収増益となっています。ユニット別ではセンシングは、約 16%の増収でした。光源色

向け計測機で、大手お客様のディスプレイ向け設備投資は回復傾向が継続して、物体色向け計測

器、自動車の外観計測向け検査装置もそれぞれ増収となっています。 

ハイパースペクトルイメージング HSI は、欧州のリサイクル市場におけるお客様の投資先送りに

より減収となりました。 

機能材料ユニットは主に液晶テレビ用フィルムおよびスマホなどの中小型領域ともに需要は堅調に

推移し、大型の IPS 方式ディスプレイ向けを中心に販売を拡大し増収となっています。 

インクジェットコンポーネントユニットは、サイングラフィックス市場における中国などの市況の

低迷により、減収となりました。 

光学コンポーネントユニットは注力する半導体検査装置向けユニットと、プロジェクター用レンズ

ユニットの販売が好調に推移し、増収となっています。 

なお、当第 4 四半期において、東京サイト八王子で半導体検査装置向けのレンズの研磨工程を新た

に稼働開始しております。 

インダストリー事業の貢献利益は 84 億円の増益となりました。センシング、機能材料、光学コン

ポーネントにおける売上増加に伴う売上総利益増加が貢献の要因です。 

26 年度に向けては、センシングのスマートフォン用ディスプレイ計測器は、顧客の新たなディス

プレイ技術の開発が進み、設備投資増に伴う需要は継続すると見込んでおります。 

機能材料はディスプレイ用新素材フィルムの顧客認定も進んでいます。位相差フィルム、SANUQI

の拡大や、表面保護フィルム領域の SAZMA を軸に、前中計期間中において、先行投資的に生産安

定化、能力拡大の準備も行ってきました。これにより、着実な収益拡大を推進していきます。 

インクジェットコンポーネントは、足元ではサイングラフィックス用途が苦戦していますけれど

も、当社の強みである長距離突出や材料適合性を生かした新製品により、新規アプリケーションの

拡大、また工業用途向けの更なるシェア向上を目指してまいります。 

今後も高い成長が見込まれる光学コンポーネントは半導体検査装置向けの生産能力増強により、既

存領域のシェアを拡大するとともに、26 年度には新たな DUV 領域での試作品を出荷して、27 年

度、量産化に繋げていきたいと考えます。 
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次は、プロフェッショナルプリントになります。 

プロフェッショナルプリントは、前年度の事業の選択と集中による海外マーケティングサービスの

一部事業譲渡の影響を除くと、約 39 億円の増収となりました。 

ハードは為替影響を除くと 2%の減収。米国関税によるお客様の投資先送り影響で、北米の売上が

減少しましたけれども、この落ち込みをインドやその他の地域で HPP、MPP を中心に挽回して、

ほぼ前年度並みの売上を確保しています。 

台数ベースでは高速印刷機 HPP の販売は引き続きトップシェアを維持しており、中速印刷機 MPP

の販売台数も対前年度で約 24%増加。ワールドワイドではトップシェアを奪還しています。 

ノンハードも高速・中速機の台数増加を背景に、為替影響を除いた実質ベースで増収となりまし

た。 

産業印刷は増収となっています。アナログ印刷の材料費上昇や熟練オペレーター不足により、デジ

タル印刷への移行は継続しているものの、主に米国のお客様の購入判断の先送りの影響によってハ

ードは減収となっています。 

一方、欧州では販売体制の再構築を行っており、インクジェット機 KM-1 シリーズ、ラベルの販売

台数は対前年で伸長している状況です。ノンハードはインクジェット機 KM-1 シリーズとラベルを

中心に順調に売上を拡大しています。 
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事業からの貢献利益は主に産業印刷における米国市況悪化による売上総利益減と開発費の増加起因

により、減益となっています。 

26 年度は市場でトップシェアである高速印刷機および回復基調を継続している中速印刷機の販売

を中心に、収益拡大に繋げていきます。 

また、産業印刷は早期に収益力を向上させることを重要課題と認識し、商品ポートフォリオの強

化、ノンハード売上比率の向上、お客様へのワークフローソリューション等の提案強化により、お

客様への密着度を改善させます。 

 

続いて、デジタルワークプレイスです。 

オフィスのハードは、為替影響を除いて、4%の減収でした。相手先ブランド向けの販売減少を除

くと 1%の減少となっています。 

地域別では米国の関税影響による一部顧客の購入判断の先送りや、中国の景況悪化により、前年割

れとなりましたけれども、欧州は前年を上回っています。 

第 4 四半期は、フランスにおける一過性のリース会計処理の変更や、相手先ブランド向け販売が回

復したことにより、5%の増収となりました。 

ノンハードは為替を除いた実質ベースで 3%の減収です。第 3 四半期は一時的に減少幅が大きくな

りましたが、第 4 四半期は 2%の減少まで戻り、通期では想定内の売上となっています。 
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IT サービスなどの提供を中心とする DW-DX は、減収となりましたけれども、主に一部事業売却

による収益性改善施策の影響や、米国の低調によるものが原因となっています。 

業務効率化サービスや AI SaaS サービスは、欧州と日本を中心に伸長しています。事業貢献利益

は、DW-DX の黒字化が大きく寄与し、増益となっています。 

オフィスは売上減少に伴う売上総利益減少、米国関税影響があり減益となりました。 

26 年度は DW-DX は MFP 顧客へのクロスセルの拡大、顧客単価向上を行い、引き続き、成長を狙

っていきます。 

オフィスはハードおよびノンハードの減収が見込まれますけれども、AI 活用による業務効率化と

固定費最適化により、利益確保に努めてまいります。 

 

画像ソリューションに移ります。ヘルスケアは 68 億円の減収でした。中国での X 線フィルム需要

と、日本の仕入れ商材が減少しています。 

デジタル X 線撮影装置 DR の販売台数は米国やアジアでは増加したものの、欧州で減少し、減収と

なっています。医療 IT の販売は米国で伸長し、増収です。 

画像 IoT ソリューションは事業の選択と集中を除くと 21 億円の増収となりました。映像ソリュー

ションの売上高は 12 億円の増収です。プラネタリウム直営館と機器販売が好調に推移したことに

よるものです。 
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画像ソリューションの事業貢献損失は 18 億円となりました。ヘルスケアは昨年度は一過性要因も

あり、赤字でしたけれども、事業内の成長分野でのリソース配分の見直しなどに加えて、グローバ

ル構造改革の効果もあり、黒字化しました。 

画像 IoT ソリューションにおける事業の選択と集中の効果、映像ソリューションの利益貢献によ

り、赤字額を大きく縮小しています。26 年度はヘルスケアは X 線動態解析のグローバルでの普及

拡大と、海外医療 IT の拡大に努めます。 

映像ソリューションは、LED ソリューション販売の拡大を行います。画像 IoT ソリューション

は、25 年度にも赤字が残り、課題として認識しています。この点については、のちほど説明をさ

せていただきます。 

 

当社は先月 4 月に新たな中期経営計画を発表しましたが、ROE の更なる目標の向上を目指し、オ

フィス事業を中心とした情報機器事業の収益性を改善させるプロジェクトを発足させています。 

当初、中期経営計画に織り込んでいた収益効率化の施策に加えて、聖域なき改革を進めていきま

す。ここは、もう一歩踏み込んだ課題地域、課題領域での資産の圧縮など、こういうものをきちん

と追加してやっていこうという考えになります。今後、進捗については随時ご説明を押していく予

定でおります。 
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このページは、これまで赤字になっていた事業の状況をまとめたものです。 

先ほども説明しましたけれども、DW-DX は黒字化をしており、今後は成長に向けた基盤が整った

と、まず認識しております。 

それと、米国のマネージド IT サービスについては人員の入れ替え、さらには立て直し策を実行し

て、それに加えて、スキャンサービスなどの拡大や、付加価値増大による売上総利益の拡大を目指

していきます。 

産業印刷は引き続き、米国を中心とした市況の悪化により、お客様の投資判断の先送りが影響する

とみています。ただし、ノンハードの先行指標となる市場の機器稼働台数は着実に増加しており、

足元でもノンハードの売上の拡大基調が続いています。 

画像 IoT ソリューションの赤字幅、赤字額も縮小していますが、更なる改善に着手しています。具

体的には、商品サービスの一部を他事業とのシナジーが創出可能な領域にシフトをさせて、さらに

は将来事業に向けた AI 技術者も全社技術開発部門へ再配置をすることで、生かせるものを最大限

生かすというアクションを進めていきます。 
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株主還元になります。 

25 年については当期利益、フリー・キャッシュ・フローが想定を上回ったため、2 円の増配をさ

せていただきます。26 年度の配当予想につきましては、営業キャッシュ・フローおよび、26 年 5

月時点で一部売却しました Tempus AI 株式のキャッシュイン 60 億円の一部も充当し、年間 6 円増

配の 18 円とさせていただきます。 

中計を上回る株主還元を実行できるよう、今後もキャッシュ・フローの拡大に取り組んでまいりま

す。 
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26 年度の IR イベントについて、このスライドをまとめております。事業説明会などを計画してお

りますので、今後確定しましたら、逐次お伝えをしていきたいと思います。 

 

最後のページになります。本日、定款の一部変更および新たな資金調達方法（社債型種類株式の発

行登録に関するお知らせ）として、Web サイトに掲載しましたので、詳細は開示情報をご確認い

ただければと考えております。 
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私からの説明は以上になります。どうもご清聴ありがとうございました。  
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質疑応答 

 

上野 [M]：それでは、これよりご質問をお受けしたいと思います。ご質問のある方は、Teams の

挙手機能を使ってお知らせください。ご質問の前にはマイクをオンにした上で、会社名とお名前を

お願いいたします。それでは島本さん、よろしくお願いします。 

島本 [Q]：お世話になっております。岡三証券の島本と申します。よろしくお願いします。 

今期の計画について、メモリーと銀、あとは中東情勢に絡む石油価格の高騰の影響。これらは織り

込まれているというお話があったかと思うんですが、実際の金額としてはどういった金額で、もし

可能だったら前提とか、考え方についてもう少し詳しく教えていただけないでしょうか。 

大幸 [A]：はい。これらは全部合わせて数十億円というインパクトがあると考えています。ただ、

自助努力も含めて、半分ぐらいは打ち返すという考えで見通しには織り込んでいる状況です。 

特に中東情勢の影響というところは、当社の場合も中東でやっぱり情報機器を中心に直接ビジネス

をしているところがあります。現状は、停戦が起こり次第、営業活動が再開できるようにというと

ころで。 

ここについては、年間の想定の部分の半分ぐらい。下半期には、きちっと活動ができることをまず

前提に置いています。石油由来の、原材料の高騰、あるいはエネルギーコストの上昇、こういうも

のは、前提としては年度を通して見ていると。そういう考え方になります。以上です。 

島本 [Q]：ありがとうございます。ちょっとフォローアップというか、確認でして。 

まず数十億円というのは結構幅があるような捉え方ではあるんですけど、どのぐらいですか。100

億にはいかないぐらいというイメージなのか。50 億にもいかないぐらいのイメージなのかとか。

その辺はもし、お答え頂ければイメージしたいんですが。 

大幸 [A]：なかなか難しいところではありますけれども、今言われた数字のレンジぐらいで捉えて

います。 

島本 [Q]：ありがとうございました。もう 1 点ですけど、今その数十億円という金額については、

コストアップの分と中東への販売の影響というのを、どちらも織り込んでいるという理解でよろし

いんでしょうか。 

大幸 [A]：その理解で結構です。 
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島本 [Q]：わかりました。ありがとうございます。ちなみに御社の中東向けの売上の比率って、大

体どのくらいかとかもコメントをいただけますでしょうか。 

大幸 [A]：2%はいかないレベルというのが状況ですね。1%に近いです。 

島本 [Q]：ありがとうございます。では続いて 2 問目として、追加の構造改革の施策についてでし

て。こちらの費用は、大体どのくらいで見られているのかということと、あと効果が創出されるタ

イミング、このところについて言及できることがあれば、教えていただけないでしょうか。 

平井 [A]：はい。平井の方から、お答えさせていただきます。 

今後の投資といいますか、AI 活用によっての効率の改善の費用であるとか、あるいは画像 IoT ソ

リューションで非継続ということで、判断した商材を整理する費用であるとか、あるいは設備の老

朽化対策とか、こういったものを想定して、一定程度見込んでいると考えております。 

島本 [Q]：費用というのは考え方として、その事業貢献利益と営業利益の差額みたいなイメージで

合っていますか。 

平井 [A]：そうです。その他費用としてそのように見込んでおります。よって、先ほどおっしゃっ

た、今後のそのプラスに効いてくる部分というのは、基本的にはその AI 活用を効率化、こういっ

たところで、じわじわと効いてくると考えております。 

島本 [Q]：わかりました。ここについては、もう 1 点、フォローアップで確認です。中計発表から

そこまで時間も経ってない中で、追加の施策ということで状況変化も激しいのかなと思っておるん

ですけれども、中計発表してから 1 ヶ月経っていない中で、事業の環境ですとか、御社のビジネス

の状況が大きく変わってきたという認識なのか。 

そういったものを常にこういった改善策をとっている、考えている。その中で、中計のタイミング

で間に合わなかったものを早いタイミングで、後からでも出していくと。そういう考え方によるも

のなのかというと、いかがでしょうか、その辺りは。 

平井 [A]：後者になりますね。常にこのくらいの費用というのは、見込んでいっているものです

し。あと AI のところが最近活用が大きく動いてきているところがあるので、中計とはまた別に、

これを今回見込んでいるということです。 

島本 [Q]：ありがとうございます。最後 3 点目として、今のこれまでの話を総合的に考えた際に、

上下での利益の創出のタイミングにばらつきが出てくるのかどうかについて、認識をしておきたい

と思いまして。今どういったご計画になっているのか、コメントあれば教えてください。 
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平井 [A]：上下については、上期が 3 割、下期が 7 割という形で考えています。 

島本 [M]：わかりました。私からは以上です。ありがとうございました。 

上野 [M]：ありがとうございます。ほか、ご質問ある方はいらっしゃらないでしょうか。 

それでは、Teams では挙手が見当たりませんので、この辺りで終了とさせていただきたいと思い

ます。 

また後日、IR でもお問い合わせいただければと思います。本日はありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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